
� 地方公務員共済組合連合会

年金払い退職給付制度の年金財政方式は、将来の給付に要する費用を事前に積み立てておき、積み立て
た資金から年金を支給する方式となっております。
この積立状況を把握するための作業が財政検証であり、国共済と地共済を合算した年金払い退職給付

制度の年金財政上の剰余・不足の状況（年度末に積み立てておくべき金額と実際の積立金額の比較）を毎
年確認することとなっております。
この度、平成27年度末の財政検証作業が終了しましたので、その結果について説明いたします。

財政検証結果�

 1　平成27年度末の年金財政状況  
� （単位：億円）

区　分 国共済＋地共済 国共済 地共済

積立基準額
� Ａ 1,914 522 1,392

積立金（簿価ベース）
� Ｂ 1,880 508 1,372

剰余または不足
� （Ｂ－Ａ） △34 △14 △20 ※�△は不足を

表している。

【参考】保険料収入現価 62,674 16,761 45,913

　　　 ※「保険料収入現価」は将来にわたる保険料収入を現在価値に換算した額

「積立基準額」は計算基準日に積み立てておくべき金額であり、国共済が 522 億円、地共済が 1,392
億円、合計で1,914億円となっております。
一方、「積立金」の額は簿価ベースで国共済が 508 億円、地共済は 1,372 億円、合計で 1,880 億円

となっております。
積立金から積立基準額を差し引いた結果、国共済が 14 億円の不足、地共済が 20 億円の不足、合わせ

て34億円の不足となっております。
なお、現在計上されている不足については、制度が成熟することにより発生する将来の剰余等により解

消される見通しとなっており、下記2に記載してあるとおり、財政再計算を実施し、掛金率等の見直しを
図る必要がない状況となっております。

 2　財政再計算の要否
年金払い退職給付制度では、少なくとも 5 年に一度財政再計算を実施することとなっていますが、こ

れとは別に、財政検証において臨時の財政再計算の要否を確認することとなっています。
臨時の財政再計算を行う条件は、計算基準日時点の積み立て不足額が、計算基準日以降の将来にわたる

保険料収入を現在価値に換算した額である「保険料収入現価」の5％を上回る場合となっています。
今般、計算基準日時点における国共済と地共済を合わせた不足額34億円が、国共済と地共済を合わせ

た保険料収入現価の 5％である 3,134 億円を下回っていることから、今回は臨時の財政再計算を実施
しないこととなりました。

年金払い退職給付に係る
� 財政状況（平成27年度末）について
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地共済
年金情報Webサイトをご活用ください。

利用できる方
① 組合員
② 組合員であった方
※�①②とも年金受給開始年齢に到達されている方
を除く。

閲覧できる内容
①年金加入履歴・加入期間
②保険料納付済額
③標準報酬月額等
④年金見込額
　※�確認時点の就業状態、給与額、賞与額等をベースに、

法律で定められた年齢での年金受給額等を試算してい
るため、実際の金額とは異なります。

⑤給付算定基礎額残高履歴

相談窓口
（Webサイト用）

全国市町村職員共済組合連合会　年金部年金企画課
03-5210-4607（土・日・祝を除く9時～ 17時）

ご利用時間

毎日24時間365日

※�サーバーのメンテナンス時を除く。

　地共済年金情報Webサイトでは、年金加入履歴や、年金見込額などの各種情報を
閲覧することができます。

 3　財政調整拠出金の計算
年金払い退職給付制度では、必要に応じ、国共済と地共済の間で財

政調整を行うこととなっております。
すなわち、財政状態が剰余の共済から不足の共済に対し、その不足

額の 5 分の 1（ただし、剰余の共済の剰余額を限度とする。）を拠出す
ることとされています。
平成 27 年度においては、国共済・地共済とも不足の状態であった

ため、財政調整拠出金は発生しませんでした。

https://www.chikyosai-nenkin-web.jp/
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